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い。 もっとも、論者の中には、前者はガバナンス以前の問題であ り、後者のみがガバ ナンス問題 で





改革の提言が各方面から行われてきている3)。それらの提言は、いずれ も個別 企業 の ガ バナンス 改
革を企てるものなのである。昨今この改革を自力で進めようとする企業が少しずつ 現れてきたこと
は、大変喜ばしいことである■1)。しかし、改革 の主体 となるべき経営者には、総じて当事者意識に欠
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脚注：企業の規模別・資本金別等級は，つぎのとおりである。1
－lOO位(14 億ポンド以上)，101－250位(4 億ポンド以上14億ポンド未満)，251－500位(i 億2,000









































表3 非業務執行取締役の人数（1993 ／94 年）


















（5）1993 ／94 年 に取締 役会内に監 査 委 員 会 （auditcommittee ）、 指 名 委 員 会 （nominationcommittee
）、報酬委員 会（remunerationcommittee ）を設置 した企業 の割合は、1991／92 年に
比べて、著 しく高まった。その割合は、いずれも規模に比例して増えたが、とくに目立 ったのは、3
人以上 の非業務執行取締役から成る監査委員 会と、非業務執行取締役が全員または過半数を
占める報酬委員会である。監査委員会の割合は、上位100 社が59 ％から90 ％へ、上位101 －250 社
が39 ％から85 ％へ、上位251 －500 社が15 ％から12 ％り 、また、、報酬委員会のそれは、上位100 社
が71 ％から98 ％へ、上位101 サ250 社が53 ％から97 ％ぺ、上位251 －500 社が26 ％から86 ％へ、そ
” ■ ■・ ・・ ・
を・ ・ ・れぞれ高ま
った （表5 －1 、＼… =表5 ご2, 表6 。、表7 ）√ …
… … :
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4 ） ハンペル委員会の 「コーポレート・ガバナンスの原則」
キ ャドバリー委員会は、行動規範や勧告をその後の事情に合 わせて見直すため、後継委員会を求
めていた。その趣旨に基づい て1995 年n 月に設置されたのが、ハンペル（SirRonaldHampel) 委員
会 〔正 式 名 称 は 「 コ ーポ レ ート ・ ガ バ ナ ンス に 関 す る委 員 会 」（CommitteeonCorporateGovernance
）〕である。同委員会も、キャドバリー、グリーンフ リー両委員会と同様、ロンドン証券
取引所や英国産業連盟な どの支援を得て、調査活動を行ってきた。そして1997 年8 月、同委員会は、
中間報告書を 発表した8）。その構成は、コーポレ ート・ガバナンス(corporategovernance ）、コーポ
レ ート ・ ガ バ ナ ン ス の原 則 （principlesofcorporategovernance ）、 取 締 役 の 役 割(roleofdirectors
）、取締役の報酬(directors'remuneration) 、株主 の役割（roleofshareholders ）、説明責任
お よび 監査 （accountabilityandaudit ）、 ま と め お よ び 勧 告(summaryofconclusionsandrecommendations
）の7 部から成っている。
この中間報告書についてぱ、167 もの意見が文 書で各種団 体や個人 から 寄せら れた。それに先
立って行われた アンケート調査に対しても、140 以上の回答が得られていた。これと平行して、委員
会の各 メンバーは、数多 くの個人やグル ープと討論を重ね、最終報告書のまとめに 向げ て精力的に
活動した。ハンペル委員会は、1998年1 月に最終報告書を発表したが9）、文 書で各種 団体や個人から
それまでに寄せられた意見は、中間報告書の作成時を含めて、252にのぼ った。筆者 のみるところで
は、中間報告書の内容は、最終報告書のそれにほぼ全面的に生かされ、各企業がそ れぞれ最も望ま
しい コーポレ ート・ガノくナンスのあ り方を 考え、それを実現することを 目指し、そ の内容を開示し
てい くことこそが重要 であるとの考え方で一貫している。最終報告書も、中間報告 書と同じく、7
部の構成から成 ってい る。以下では、その中から、報告書の核心をなす 「コーポレ ート・ガバナン
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C7）企業は事業発展のために様 々な関わりを広げ ていかなければならない。関 わ りの対象には、
従業員、顧客、仕入れ業者、債権者、地域社会や政府が含まれる。経営陣は 、これらの利害関
係者に対して方策を決定する責任がある。経営陣は、これ と合 わせて、 さ き の 「株主 価値」
（shareholdervalue ） の増大とい う最優先の目的にも配慮しなければならな い。その際銘記す
べきぱ、利害関係者との関係の発展お よび持続に よってのみ、長期的株主価 値の増大という目
的は、首尾よく追求され うることである。こうした企業行動こそが広 く社会に受け 入れられ、
株主の利益につながっていくのである（L16,1.18 ）。























































発表した。新 上場規則は、1998 年12 月31 日以降に到来する会計年度の年次報告書に適用される。
統合規範 は、「望 ましいガバナンスの原則」（PrinciplesofGoodGovernance ）お よび「最善 の行
動規範」（CodeofBestPractice ）の二部から構成 され、それぞ れが上場企業向け と機関投資家向け
とに分類されている。第1 部の「望 ましいガバナンスの原則」 は、 ハソペル最終 報告書 におけ る
「コーポレ ート・ガバナンスの原則」を一部削除し、一部追加して成 ったものであ り13)、両原則は基
本的に一致していると言え よう。また、第2 部の 「最善の行 動規範 」は、 キ ャド バリ ーお よび グ
リ ーンフリー両報告書におけ る「最善の行動規範」を一部削除し、一部追加して成 ったものであり、
両行動規範は基本的に一致していると見ることができ よう。上場企業は、この統合 規範 の内容を盛
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注記n
ちなみに、企業倫理に造詣の深い明治大学の中村瑞穂教授は、不祥事という言葉を経営者はみだりに 口に





中村瑞穂 「企業倫理と日本企業」『明大商学論叢』第80 巻第3 ・4 号、1998 年2 月 。
重泉良徳『企業不祥事の防ぎ方』東洋経済新報社、!998 年 。2
）日本コ ―ポレ ート・ガヴァナソス・フ ォーラムのコーポレート・ガヴァナソス原則策定委員会の見解は、
こ うした考え方に立っていると思われる。3
）例えば、経済同友会の「第12 回企業白書」（1996 年5 月）における取締役会および監査役（会）の改革案、
自民党法務部会商法小委員会の［ コ・－ポレート・ガバナンスに関する商法等改正試案骨子］（1997 年9 月）
および「企業統治に関する商法等の改正案骨子」（1998 年6 月）、経団連コーポレート・ガバナンス特別委
員 会の「コーポレート・ガバナンスのあり方に関する緊急提言」（1997 年9 月）、日本 コーポレ ート・ガ
ヴァナソス・フォーラムのコーポレート・ガヴァナンス原則策定委員会の「コーポレート・ガヴァナンス





法務JNo.1300 、1992 年10 月5 日；No.1301 、1992 年10 月25 日。
北村雅史 「イギリスにおけ るコーポレー・・ガバナンス」『ジュリストJNo.1050 、1994 年8 月1 －15 日。
出見世信之寸企業統治問題の経営学的研究 一説明責任関係からの考察－』文具堂、1997 年、第5 章・イギ
リスにおけ る企業統治問題。
関 孝哉 「英国の社外取締役とコーポレート・ガバナンス」『取締役の法務』41 、1997 年8 月25 日。
関 孝哉 「英国キャドバリー報告書に よるコーポレート・ガバナンス」『取締役の法務』42 、1997 年9 月25
日。
松下 優「英国のコーポレート・ガバナンス論議とICI の『最善の行動規範』の遵守状況」『研究論集』
第2 号、1998 年3 月。6
）ReportoftheCommitteeontheFinancialAspectsofCorporateGovernance:CompliancewiththeCodeofBestPractice:24May1995,London:Gee&Co.7
）グリーンフリー委員会の活動については、つぎの文献を参照されたい。Directors'Remuneration:ReportofaStudyGroupchairedbySirRichardGreenbury:17July1995,London:Gee&Co.
関 孝哉「英国の役員報酬とグリーンフリー報告書」『取締役の法務』43、1997 年10 月25 日。
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関 孝哉 「英国コ―ポレート・ガバナンスの国際性とハソペル中間報告書」『商事法務JNo.1471 、1997 年10
月25 日．
海外情報「英国のコーポレート・ガバナンス最前線－ハンペル委員 会による中間報告書 の公表－」『商事
法務JNo.1469 、1997 年9 月25 日．9
』ハソペル委員会 の最終報告書については、つぎの文献を参照されたい。CommitteeonCorporateGovernance,FinalReport:January1998,London:Gee&Co.
海外情報「英国におけるコーポレート・ガバナンスの検討状況－ハソペル委員会最終報告書－」『商 事法
務JNo.1486 、1998 年3 月25 日．
経済同友会『第13 回企業 白書』1998年4 月、特別付録：英国コーポレート・ガバナンス委員会（ハソペル
委員会）最終報告書.10
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